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デジタル技術を活用した地域課題解決への取組

日本郵便株式会社



郵便局を活用したオンライン診療支援

日本郵便株式会社 地域共創事業部





37

郵便局舎を活用したオンライン診療支援
郵便局でのオンライン診療に活用が可能な補助金等について

今後の取組について
地理的条件などにより医療資源が限られた地域において、デジタル機器も活用して身近な郵便局で行う医療の提供
は、住民の利便性の向上に繋がるものであり、地方公共団体や地域医療機関等と連携しながら、事例の拡大に取
り組んでいく。

厚生労働省の所管する「へき地医療拠点病院運営事業」において、郵便局でのオンライン診療にかかる費用につい
ても補助金の活用が可能。そのほか、市町村が行政サービス・住民生活支援サービスを郵便局に委託する際の初期
経費への特別交付税措置(※)でも、オンライン診療に関する経費が対象の例として挙げられている。
※2025年度創設。対象は、郵便局事務取扱法に基づく事務を過疎地に所在する郵便局に委託する市町村



共助型買物サービス「おたがいマーケット」概要
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• 本サービスは、将来にわたり継続的に提供するため、ビジネス（利益を生むサービス）として提供する
したがって、本サービスによって利益を得られる形を前提として、他地域への展開を図る

• しかしながら、自治体のご協力なしに、地域への定着が望めないことがわかっているため、自治体の協力を
得ることを前提とし、地域からの要請に応える形で、サービスを提供していく

 本サービスはステークホルダーの歩み寄りを前提としているため、Webによる注文、自宅ではなく拠点での受取、1日あたり
注文数の上限等、利便性の面で不十分な点あり

 こうした諸課題について、自治体には、地域の将来を見据え、ともに取り組むパートナーになっていただきたい
 また、住民への浸透においても、提供事業者である日本郵便やスーパーのみによる周知だけでは効果は限定的であり、
官民協働による機運醸成をご一緒いただきたい

【課題への取組イメージ】
• 住民は高齢者が多く、デジタルデバイスを持っていない
→自治体にて受取先拠点にオンライン端末をひとつ設置いただければ、教えあいによる注文から商品の受取までが
完結する拠点が作れる

• 事業者がチラシを配布しても、関心をもつ住民はわずか
→自治体としても広報紙にて周知いただくほか、自治体によって、買物をフックに地域の将来を考えるワークショップ
を開催いただき、地域住民からおたがいマーケットについて意見を出し合っていただくことで、地域ぐるみのサービス
利用を促進する

日本郵便株式会社
地域共創事業部展開の予定とその課題

自治体との連携の必要性
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